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道の駅いながわ活性化基本計画（平成30年11月）からの更新事項 

４－１２ 施設ごとの規模（まとめ）（基本計画P77-78） 

子育て支援センター追加及び関係機関協議結果による各施設規模の更新 

・子育て支援センター・園庭：既存の子育て支援センターの立地上の特性や多様化する住民ニーズに対応した事業展開を行なうため追加。 

（建物：約525㎡、園庭：約200㎡） 

・多目的施設：40人規模の会議等の開催を想定し、面積を約300㎡から約70㎡に調整。 

・子育て関連施設：遊び場スペースと事務スペースを想定し、面積を約330㎡から約35㎡に調整。 

・イベント交流広場：子育て支援センターの園庭追加に伴い、面積を約2,000㎡から約1,800㎡に調整。 

・関係機関協議結果により、進入路・周回道路等を約4,680㎡から約5,280㎡、雨水調整池の面積を約2,700㎡に調整。（伴い駐車場を約14,300㎡に調整） 

表 道の駅いながわに整備する施設ごとの規模 一覧表 

機能 機能の内訳 整備施設 
施設規模の目安 

施設規模算定の考え方 
延べ床面積（㎡） 敷地面積（㎡） 

休憩機能 

駐車場 － 約14,300㎡ 小型450台以上、大型5台程度、二輪車30台以上 

トイレ 約230㎡ － 
男性用 （小）20穴（大）7穴、女性用 20穴 
多機能・多目的トイレ  1穴 

情報発信機能 地域情報発信施設 約140㎡ － 30席程度、情報提供装置及び掲示板、観光案内所と共用 

その他の 
基本機能 

防災機能 防災倉庫 － － 道路利用者向けの支援物資 

管理機能 管理事務所 約50㎡ － 5人程度が執務 

地域連携機能 

6次産業拠点化 
そばの加工販売施設 

約500㎡ － そば飲食、そば打ち体験、そば・農産物加工設備 
特産品の開発・加工施設 

地域拠点化 

飲食施設 約450㎡ － 客席142席、厨房 

物販・サービス施設 約1,000㎡ － 売り場、バックヤード 

多目的施設 約70㎡ －  

子育て関連施設 約35㎡ － 
道の駅利用者が親子で利用できる遊び場、遊具広場等のほ
か、「サービスエリアや「道の駅」における子育て応援の今
後の取組方針」に沿う設備 

バスロータリー － 約1,200㎡ 停留所 

温浴施設 約3,300㎡ －  

別添資料１２ 
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（建物：約525㎡、園庭：約200㎡） 

・多目的施設：40人規模の会議等の開催を想定し、面積を約300㎡から約70㎡に調整。 

・子育て関連施設：遊び場スペースと事務スペースを想定し、面積を約330㎡から約35㎡に調整。 

・イベント交流広場：子育て支援センターの園庭追加に伴い、面積を約2,000㎡から約1,800㎡に調整。 
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表 道の駅いながわに整備する施設ごとの規模 一覧表 

機能 機能の内訳 整備施設 
施設規模の目安 

施設規模算定の考え方 
延べ床面積（㎡） 敷地面積（㎡） 

地域連携機能 

グリーン 
ツーリズム 

地域産品飲食施設 
（バーベキュー等） 

－ 約800㎡ 客席あり、「飲食施設」と一部の厨房設備を共有 

観光拠点化 

地域商品等販売施設 
（農産物直売所含む） 

約1,000㎡ － 売り場、バックヤード 

軽飲食施設 約120㎡ － 客席あり、厨房 

イベント交流広場 － 約1,800㎡  

観光案内所 － － 
グリーンツーリズムなど町の観光情報窓口として機能 
地域情報発信施設と共用 

その他の施設 

進入路、周回道路等 － 約5,280㎡  

サービスヤード（従業員駐車場等） － 約2,000㎡ 従業員駐車場：小型60台程度 

雨水調整池 － 約2,700㎡  

緩衝緑地 － 約3,400㎡ 3,400（㎡）÷39,400（㎡）≒8.6（％）＞3（％） 

子育て支援センター及び園庭 約525㎡ 約200㎡  

合 計 約7,420㎡ 約31,680㎡  

総 計 約39,100㎡ 延べ床面積＋敷地面積 
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５－１ ゾーニング計画（基本計画P79） 

子育て支援センター追加、交差点・進入路計画及び雨水調整池の反映によるゾーニング計画の更新 

 ・子育て支援センターを敷地南西側に配置。 

 ・交通管理者、道路管理者との協議結果を反映した交差点・進入路の設計を反映。 

 ・雨水調整池を敷地南側に配置。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ゾーニング計画 
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６－２ 事業手法の概要（基本計画P86） 

子育て支援センターの追加及び指定管理者制度の範囲を広げることによる事業スキームの更新。 

 ・事業者は子育て支援センターを整備し、所有権を町へ移転する。別途、町が維持管理・運営を

行う。 

 ・指定管理者制度の範囲を広げ、管理するリスクを軽減するとともに、PFI事業者の運営にも配

慮し事業スキームを更新。 

町とPFI事業者はPFI事業契約を締結し、PFI事業者が施設整備（設計・建設）を行います。施設

完成後、施設の所有権を町に移転します。PFI 事業者は、利用料金と対価の収入にて維持管理・運営

を独立採算にて実施し、納付金・使用料・賃料を町に支払うこととします。 

駐車場、トイレ、多目的施設等について、管理するリスクを軽減するため、町はPFI事業者に対し

指定管理者の指定を行います。PFI 事業者は、維持管理・運営を実施し、多目的施設やイベント交流

広場の利用料金、地域商品等販売施設やそばの加工販売施設等の売上を収入として得るものとしま

す。 

物販・サービス施設等については、PFI 事業者が専門事業者のノウハウを活用した維持管理・運営

を想定し、町はPFI事業者と定期建物賃貸借契約を締結することを想定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 事業スキームのイメージ 

 

表 事業手法等の概要 

項目 内容 

事業手法  ＰＦＩ（ＢＴＯ方式（一部ＢＴ）） 

事業類型 混合型（施設整備：サービス購入型、維持管理・運営：独立採算型） 

事業期間 施設整備：2年、維持管理・運営：20年 

施設整備業務 
・PFI事業者がPFI施設を整備し、整備完了後、所有権を町へ移転する。 

・町はPFI事業者に対し、PFI施設の施設整備サービス対価を割賦にて支払う。 

維持管理 

・運営業務 

・PFI事業者はPFI施設を独立採算にて維持管理・運営を行う。 
・PFI事業者は利用料金・売上収入にてPFI施設の維持管理・運営を行う。 
・PFI事業者は町に対し、納付金・使用料・賃料を支払う。 

・子育て支援センターは別途、町が維持管理・運営を行う（PFI事業者は施設を

整備し、所有権を町へ移転する）。 

当該事業は、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式（一部ＢＴ））により「道の駅いながわ」を移設し、新たに維持管理・

運営を行うことを事業の範囲とします。 

 

PFI事業契約

利用者

納付金
・使用料

PFI施設
施設整備サービス対価

町

利用料金・対価
サービス
提供

指定管理者の
指定

PFI事業者

・駐車場
・トイレ
・地域情報
発信施設

・多目的施設
・イベント
交流広場

指定管理者制度による維持管理・運営

PFI施設整備

・地域商品等販売施設
・そばの加工販売施設
・特産品の開発・加工施設
・飲食施設
・地域産品飲食施設（バーベキュー等）
・温浴施設

サービス
提供

対価

・物販・サービス施設
・軽飲食施設
・子育て関連施設

定期建物賃貸借契約
による維持管理・運営

ＰＦＩ施設

定期建物
賃貸借契約

賃料

サービス
提供

利用

・子育て支援センター

別途、町が
維持管理・運営を行う
（PFI事業者は施設整備
のみ実施する）


